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チャネル間における数量－価格競争 

 

 

１ 序論 

 

 （逆）需要曲線が上方へシフトするとき，複占市場において利潤最大化を行

動目的とする生産者は価格を引き下げる．また，ライバル生産者が価格を引き

下げるとき，自らは価格を引き上げる．ある人がこれらのことを主張すれば，

彼は経済学者として「失格」だと評価されよう．本稿では，チャネル間におけ

る数量・価格競争について検討した上で，上述の事柄が生じ得ることを示す． 

 生産者が財を消費者に直接販売することは希で，多くの場合，そのプロセス

には小売業者が介在している1）．いま複占市場を想定し，生産者間では価格競

争が行われているが，系列の小売業者の間では，多くの実証研究が示唆するよ

うに，数量競争が行われているとする2）．この状況で，需要曲線が上方へシフ

トしたとしよう．このとき生産者は，自ら（またはチャネル）の利潤最大化の

ために販売量を増やそうとする．この販売量は小売業者の注文行動によって規

定される．ここで注文量が出荷価格の減少関数であることに留意すれば，生産

者は小売業者から多くの注文を引き出すために出荷価格を引き下げることにな

る．そして，このことによって増加した小売業者の利潤をフランチャイズ料と

して徴収すれば，生産者は多くの利潤を得ることができるのである． 

 本稿の構成は次のとおりである．まず次節では，同質財を生産する２人の生

産者が系列の小売業者を介して財を販売する状況をモデル化する．この状況で，

小売業者間で数量競争が行われる場合，仮に生産者が小売業者からフランチャ

イズ料を徴収可能ならば，需要の増加は出荷価格の下落を導くし，出荷価格は

戦略的に代替的となる．これにたいして，フランチャイズ料を徴収しない場合

には，需要の増加は出荷価格の上昇を導くし，出荷価格は戦略的に補完的であ

る．３節では，各々の生産者が差別化された財を生産する状況について検討し，

同様の結論を導く．最後に４節では，簡単な要約の後に，関連するトピックス

について言及する． 

 



 

- 3 -

 

２ 同質財の複占市場 

 

 同質財を生産する２人の生産者(i=1,2)が存在し，生産者 i によって生産され

た財は系列の小売業者 i を介して消費者に販売されるものとする．財にたいす

る市場の逆需要関数は， 

 

   p=a-bq=a-b(q1+q2)                                            (1) 

 

で与えられる．ここで pは小売価格，qは総販売量，qiは小売業者 iの販売量で，

aおよび bはパラメ－タである． 

 本稿では次のような２段階ゲ－ムについて検討する．まず第１段階において，

各生産者は，ライバルの出荷価格を所与として，自らの利潤を最大化するよう

に自らの出荷価格を設定する．また，フランチャイズ料を徴収可能な場合には，

その額をも設定する．これを受けて第２段階では，各小売業者が，ライバルの

販売量を所与として，自らの利潤を最大にするように自らの販売量を設定する．

以下では，このような２段階ゲ－ムの部分ゲ－ム完全均衡を求める． 

 

 小売業者の行動 

 第２段階において小売業者 i は，生産者 i が設定する出荷価格 wiとフランチ

ャイズ料 Fi，さらにはライバルの小売業者が設定する販売量 qjを所与として，

自らの利潤 yiを最大にするように自らの販売量（生産者 i にたいする注文量）

qiを設定する．このような小売業者の意思決定問題は， 

 

      Max yi=(p-wi)qi-Fi=(a-b(q1+q2)-wi)qi-Fi,  w.r.t. qi                  (2) 

 

と定式化される．上式の極大化条件より，反応関数 

 

   qi(qj)=(a-wi-bqj)/2b,  i=1,2,  and  i≠j                          (3) 
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が導かれる．これらの反応関数（曲線）の交点は 

 

   qi(wi,wj)=(a-2wi+wj)/3b,  i=1,2,  and  i≠j3）                (4) 
 

で与えられるが，第２段階において複占が生じるためには，min{qi,qj}>0でなけ

ればならない．いま一般性を失うことなく wi≦wjとすれば， 

 

       qi(wi,wj)≧qj(wi,wj)=(a-2wj+wi)/3b>0  ⇒ a+wi>2wj               (5) 

 

であるから，上式を満たす出荷価格(wi,wj)のもとでは，小売業者 i の均衡注文

量は(4)式で与えられることになる．このときの総販売量，小売価格および小売

業者 iの利潤は，それぞれ 

 

   q=qi+qj=(2a-wi-wj)/3b                                        (6-1) 

   p=a-bq=(a+wi+wj)/3                                         (6-2) 

   yi=(p-wi)qi=(a-2wi+wj)
2/9b-Fi                                 (6-3) 

 

と計算される． 

 

 生産者の行動 

 このような小売業者の行動を考慮しつつ，第１段階において生産者 i は，ラ

イバル生産者の出荷価格 wjを所与として，小売業者 i に非負の利潤を与えると

いう制約のもとで，自らの利潤πiを最大にするように出荷価格 wiとフランチャ

イズ料 Fiを設定する．このような生産者の意思決定は 

 

   Max πi=(wi-ci)qi+Fi,  s.t. yi=(a-2wi+wj)
2/9b-Fi ≧0,  w.r.t. wi    (7) 

 

と定式化される．ここで ciは生産者 i の限界生産費用である．制約条件が等号

で成立することに留意し，(4)式および(6-3)式を考慮すれば，上式で表現され

た制約条件付き最大化問題は 
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   Max πi=(wi-ci)(a-2wi+wj)/3b+(a-2wi+wj)
2/9b, w.r.t. ri             (7') 

 

へと改められる．この極大化条件より，反応関数 

 

      wi(wj)=(-a-wj+6ci)/4,    i=1,2,  and  i≠j                       (8) 

 

が導かれる．これらの反応関数を連立して解けば 

 

      wi=(-a+8ci-2cj)/5,    i=1,2,  and  i≠j                          (9) 

 

であるが，これが複占均衡となるためには(5)式を満たさなければならない．い

ま一般性を失うことなく ci≦cjとすれば，(5)式が成立するためには 

 

      a+wi>2wj  ⇒ a+(-a+8ci-2cj)/5>2(-a+8cj-2ci)/5   

                ⇒ cj<(a+2ci)/3                                    (10) 

 

でなければならない．この想定のもとでは，均衡出荷価格は(9)式で与えられる．

このとき，各企業は限界費用を下回る出荷価格を設定している4）．また，この

ときの各小売業者の販売量，総販売量，小売価格および各生産者の利潤は，そ

れぞれ 

 

      qi
F=2(a-3ci+2cj)/5b                                         (11-1) 

      qF=2(2a-ci-cj)/5b                                           (11-2) 

      pF=(a+2ci+2cj)/5                                           (11-3) 

      πi
F=(p-ci)qi=2(a-3ci+2cj)

2/25b                               (11-4) 

 

と計算される．ここで，上付 Fはフランチャイズ料を徴収していることを示し

ている． 

 この際留意すべきことはまず第１に，(8)式より明らかなように，ライバル生
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産者 jが出荷価格 wjを引き下げるとき，自らは出荷価格 wiを引き上げるように

反応するという意味で，生産者の出荷価格が戦略的代替関係にあるということ

である．というのは，ライバルが出荷価格を引き下げれば，ライバル小売業者

jの注文量は増加し，それと戦略的代替関係にある小売業者 iの注文量は減少す

る．その結果，図１に示されるように，自らの利潤関数は右下方へとシフトす

ることになるからである． 

 

[図１：利潤関数のシフト] 

 

 この状況で各生産者は，費用削減投資を積極的に行うことになる．というの

は，自らの限界生産費用 ciが低下すれば，(9)式より，生産者 i は出荷価格 wi

を引き下げる．このことは(4)式より，小売業者 iの注文量を増やし，それと戦

略的代替関係にある小売業者 j の注文量を減らす．このことによってライバル

生産者 j の利潤関数が右下方へとシフトするため，彼は出荷価格 wjを引き上げ

る．そしてこのことは，再び小売業者 jの注文量を減らし，小売業者 iの注文量

を増やすという正の戦略効果を持つのである． 

 また第２に，(9)式から明らかなように，（aが大きくなるという意味で）逆

需要曲線が上方にシフトするとき，各生産者は出荷価格を引き下げる．このこ

とは，次のように説明される．生産者は，小売業者に生じた利益をフランチャ

イズ料によってすべて回収することができる．このとき，生産者の利潤はチャ

ネル全体の利潤と一致する．この状況で，自らの利潤最大化を目的とする生産

者は，逆需要曲線が上方へシフトするとき，チャネルの販売量を増やそうとす

る．この販売量は小売業者の注文量と一致し，それは出荷価格の減少関数であ

る．したがって生産者は，小売業者から多くの注文を引き出すために出荷価格

を引き下げる．そして，このことによって小売業者に生じた利益は，フランチ

ャイズ料によって生産者に回収されるのである． 

 

 フランチャイズ料を徴収しない場合 

 この場合でも，第２段階における小売業者の行動は，フランチャイズ料を徴

収できる場合と同じである．したがって，第１段階において生産者 iは，(4)式
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で表現された小売業者 i の注文行動を考慮しつつ，ライバルの出荷価格を所与

として，自らの利潤を最大にするように出荷価格 wiを設定する．このような生

産者の意思決定は 

 

   Max πi=(wi-ci)qi=(wi-ci)(a-2wi+wj)/3b,   w.r.t. wi            (12) 

 

と定式化される．上式の極大化条件より，反応関数 

 

      wi(wj)=(a+wj+2ci)/4,    i=1,2,  and  i≠j                      (13) 

 

が導かれる．これらの反応関数の交点は 

 

      wi=(5a+8ci+2cj)/15,    i=1,2,  and  i≠j                       (14) 

 

であるが，これが複占均衡となるためには(5)式を満たさなければならない．い

ま一般性を失うことなく ci≦cjとすれば，(5)式が成立するためには 

 

      a+wi>2wj  ⇒ a+(5a+8ci+2cj)/15>2(5a+8cj+2ci)/15   

                ⇒ cj<(5a+2ci)/7                                   (15) 

 

でなければならない．この想定のもとでは，出荷価格は(13)式で与えられ5），

そのときの各小売業者の販売量，総販売量，小売価格，各小売業者と生産者の

利潤およびチャネルの利潤 ziは，それぞれ 

 

      qi=2(5a-7ci+2cj)/45b                                        (16-1) 

      q=2(2a-ci-cj)/9b                                             (16-2) 

      p=(5a+2ci+2cj)/9                                           (16-3) 

      yi=(p-wi)qi=4(5a-7ci+2cj)
2/(45)2b                             (16-4) 

      πi=(wi-ci)qi=6(5a-7ci+2cj)
2/(45)2b                           (16-5) 

      zi=(p-ci)qi=10(5a-7ci+2cj)
2/(45)2b                            (16-6) 
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と計算される． 

 この状況では，（逆）需要曲線の上方シフトは出荷価格の上昇を導くし，出

荷価格は戦略的補完関係にある．というのは，ライバル生産者の出荷価格 wjの

引き下げは，小売業者 j の販売量 qjの増加を導き，それと戦略的代替関係にあ

る小売業者 iの注文量（関数）qi(wi) の減少を導く．このことは生産者 iの需要

曲線の左下方へのシフトを意味するから，彼は出荷価格 wiを引き下げるのであ

る． 

 ここで対称性（ci=cj=c）を想定した上で，フランチャイズ料を徴収する場合

（(11)式）と徴収しない場合（(16)式）を比較すれば， 

 

      wF=(-a+6c)/5<c<(a+2c)/3=w 

      qF=4(a-c)/5b>4(a-c)/9b=q 

      pF=(a+4c)/5<(5a+4c)/9=p 

      zi=10(a-c)2/81b>πi
F=2(a-c)2/25b>6(a-c)2/81b=πi                     

 

を得る．この際留意すべきことは，フランチャイズ料を徴収する場合には，各

生産者は限界費用を下回る水準に出荷価格を設定するということである．逆に

フランチャイズ料を徴収しない場合には，出荷価格は限界費用よりも高く設定

される．また，フランチャイズ料の徴収によって（出荷価格が限界費用を下回

る水準に設定されるという意味で）二重マ－ジンが解消されるため，小売価格

は低下し，販売量は増加する6）．その結果，生産者の利潤のみならず，消費者

余剰も増加する．しかしながら，チャネルの利潤は，フランチャイズ料を徴収

しない場合の方が多くなる．このことは，次のように説明される．フランチャ

イズ料を徴収しない場合，生産者は出荷価格を限界費用を上回る水準に設定す

る．小売業者もまた自らのマ－ジンを上乗せするため，小売価格が高くなる．

その意味で，小売業者を戦略的に分離することの競争緩和効果が強くなり，そ

の結果チャネルの利潤が増えるのである7）． 
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３ 製品差別化 

 

 この節では，２人の生産者が差別化された財を生産している状況について検

討する．生産者 iが生産する財を第 i財とし，それにたいする逆需要関数を 

 

   pi=a-bqi-eqj                                                 (17) 

 

とする．ここで piは第 i財の小売価格，qiは販売量，qjは第 j財の販売量で，a，

bおよび eはパラメ－タである（ただし b>e）． 

 

 小売業者の行動 

 第２段階における小売業者 iの利潤 yiは  

 

   yi=(a-bqi-eqj-wi)qi-Fi.                                        (18) 

 

で表される．彼は，生産者 i が設定する第 i 財の出荷価格 wiとフランチャイズ

料 Fi，さらにはライバルの販売量 qjを所与として，自らの利潤を最大にするよ

うに販売量 qiを決定する．このとき極大化条件より，反応関数 

 

   qi(qj)=(a-eqj-wi)/2b.                     (19) 

 

を求めることができる．これらの反応関数（曲線）の交点は， 

 

   qi={(2b-e)a-2bwi+ewj}/(4b2-e2)                       (20) 

 

であるが，第２段階において複占が生じるためには，min{qi,qj}>0でなければな

らない．いま一般性を失うことなく wi≦wjとすれば， 

 

       qi(wi,wj)≧qj(wi,wj)={(2b-e)a-2bwj+ewi}/(4b2-e2)>0   

       ⇒ {(2b-e)a+ewi)}/2b>wj                                     (21) 
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であるから，上式を満たす出荷価格（wi,wj）のもとでは，小売業者 i の均衡注

文量は(20)式で与えられる．このときの総販売量，第 i 財の小売価格および小

売業者 iの利潤は，それぞれ 

 

   q=qi+qj=(2a-wi-wj)/(2b+e)                                   (22-1) 

   pi=a-bqi-eqj={(2b-e)ba+(2b2-e2)wi+bewj}/(4b2-e2)               (22-2) 

   yi=b{(2b-e)a-2bwi+ewj}
2/(4b2-e2)2-Fi                      (22-3) 

 

と計算される． 

 

 フランチャイズ料を徴収する場合 

 このような小売業者の行動を考慮しつつ，第１段階において生産者 i は，小

売業者 iに非負の利潤を与えるという制約のもとで，ライバル生産者 jの出荷価

格を所与として，自らの利潤を最大にするように出荷価格とフランチャイズ料

を設定する．このような生産者の意思決定問題は， 

 

   Maxπi=(wi-ci)qi+Fi,    s.t.  yi≧0                            (23) 

 

と定式化される．この際，制約式が等号で成立することに留意すれば，(23)式

で表現された最大化問題は 

 

   Maxπi=(wi-ci)qi+yi                                              

         ={b(2b-e)a+(2b2-e2)wi+bewj-(4b2-e2)ci}{(2b-e)a-2bwi+ewj}/(4b2-e2)2 

 

へと改められる．上式の極大化条件より，反応関数は 

 

   wi(wj)={-e2(2b-e)a-e3wj+2b(2b-e)(2b+e)ci}/4b(2b2-e2).            (24) 

 

となる．これらの反応関数の交点は 
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   wi={8b2(2b2-e2)ci-2be3cj-ae2(4b2-2be-e2)}/(16b4-12b2e2+e4).        (25) 

 

であるが，これが複占均衡となるためには(21)式を満たさなければならない．

いま一般性を失うことなく ci≦cjとすれば，(21)式が成立するためには 

 

       (2b-e)a+ewi>2bwj  ⇒ cj<a-2be(a-ci)/(4b2-e2)                   (26) 

 

でなければならない．この想定のもとでは，均衡出荷価格は(25)式で与えられ，

そのときの第 i財の小売価格，小売業者 iおよび生産者 iの利潤は，それぞれ 

 

   pi={(2b2-e2)(4b2-2be-e2)a+2b2(4b2-3e2)ci+2be(2b2-e2)cj}/(16b4-12b2e2+e4)  

   yi=4b3{(4b2-e2)ci-2becj-a(4b2-2be-e2)}/(16b4-12b2e2+e4)2          

   πi=2b(2b2-e2){(4b2-e2)ci-2becj-a(4b2-2be-e2)}2/(16b4-12b2e2+e4)2  

 

と計算される． 

 ここでも，生産者の意思決定変数である出荷価格は，同質財の場合と同様に，

パラメ－タ aの減少関数であり，また戦略的に代替的である． 

 

 フランチャイズ料を徴収しない場合 

 この場合でも，第２段階の小売業者の行動はフランチャイズ料を徴収する場

合と同じで，小売業者 iの注文行動は(20)式で表される． 

 このような小売業者の行動を考慮した上で，第１段階において生産者 i は，

ライバルの出荷価格 wjを所与として，自らの利潤πiを最大にするように出荷価

格 wiを設定する．このような生産者の意思決定問題は， 

 

   maxπi=(wi-ci)qi=(wi-ci){(2b-e)a-2bwi+ewj}/(4b2-e2)        (27) 

 

と定式化される．上式の極大化条件より，反応関数は 
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   wi(wj)={(2b-e)a+ewj+2bci}/4b                                 (28) 

 

となる．これらの反応関数の交点は 

 

   wi=a-b(2a-ci-cj)/(4b-e)-b(cj-ci)/(4b+e)                 (29) 

 

であるが，これが複占均衡となるためには(21)式を満たさなければならない．

いま一般性を失うことなく ci≦cjとすれば，(21)式が成立するためには 

 

       (2b-e)a+ewj>2bwj  ⇒ cj<a-2be(a-ci)/(8b2-e2)                   (30) 

 

でなければならない．この想定のもとでは，均衡出荷価格は(29)式で与えられ，

そのときの財 iの小売価格 pi, 小売業者 iの利潤 yi, 生産者 iの利潤πiは，各々 

 

   pi={2b2(8b2-3e2)ci+2be(6b2-e2)cj+a(2b-e)(4b+e)(6b2-e2)}/(64b4-20b2e2+e4) 

   yi=4b3{(2b-e)(4b+e)a-(8b2-e2)ci+2becj}
2/(64b4-20b2e2+e4)2  

   πi=2b{(2b-e)(4b+e)a-(8b2-e2)ci+2becj}
2/(4b2-e2)(16b2-e2)2    

 

と計算される．このときにも，同質財の場合と同様に，出荷価格はパラメ－タ

aの増加関数であり，戦略的に補完的である． 

 

 

４ 結びに代えて 

 

 本稿では，生産者が小売業者を介して財を販売するという状況での複占均衡

について検討した．小売業者間で数量競争が行われ，かつ生産者がフランチャ

イズ料を徴収可能な場合には，製品が差別化されているか否かにかかわらず，

需要の増加にともない生産者は出荷価格を引き下げる．また，彼らの出荷価格

は戦略的に代替的である．逆に，フランチャイズ料を徴収しない場合には，出

荷価格は戦略的に補完的で，需要の増加は出荷価格の上昇を導く． 
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 生産者が消費者に財を直接販売する状況で，彼らの間で価格競争が行われる

場合，価格は戦略的に補完的である．この状況での費用削減投資は，Fudenberg 

and Tirole(1983)が論じたように，激しい価格競争を導くため，生産者は投資に

消極的になる（Puppy dog戦略）．しかしながら，本稿の想定のもとでは，出荷

価格は戦略的に代替的となる．この状況では，費用削減による出荷価格の引き

下げは，ライバルの出荷価格の引き上げを導き，自らの販売量を増加させると

いう正の戦略効果を持つ．したがって，生産者は費用削減投資を積極的に行う

ことになる（Top dog戦略）．このことは，寡占的な半導体産業で，なぜ積極的

な費用削減投資が行われるのかを説明する． 

 また生産者が消費者に財を直接販売する状況では，需要が増加するとき，彼

らは出荷価格を引き上げる．しかしながら，本稿の想定のもとでは，需要の拡

大にともない，生産者は出荷価格を引き下げる．製品ライフサイクルの成長期

において，生産者は需要の拡大にともない出荷価格を引き下げ，小売業者から

多くの注文を引き出そうとする．このことは小売価格を引き下げる効果を持と

う．もっとも，（a の上昇という意味での）需要の拡大それ自体は小売価格を

引き上げる効果を持つから，全体としては小売価格は上昇する8）． 

  本稿の結論は，２つの方向に一般化することができる．まず第１に，生産者

が小売業者の利潤の一定割合(s)をロイヤルティとして徴収するとしよう．この

想定のもとでは，s=1(0)ならばフランチャイズ料を徴収する（しない）場合と

一致する．このとき，s(>3/4)が十分大きければ，需要の増加にともない生産者

は出荷価格を引き下げるし，出荷価格は戦略的に代替的である． 

 また第２に，生産者-卸売業者-小売業者という３段階のチャネルを想定した

としても，すべての段階でフランチャイズ料を徴収するのであれば，この結論

は依然として成立する9）．このことは，次のように説明される．フランチャイ

ズ料によって川下の販売業者の利潤を回収できる生産者は，チャネルの利潤を

最大にするように行動する．したがって，需要が拡大したとき，彼はチャネル

の販売量を増やそうとする．この販売量は小売業者の注文量に規定され，そし

てそれは卸売業者の出荷価格の減少関数である．それゆえ生産者は，卸売価格

を引き下げるために出荷価格を引き下げるのである．また，ライバル生産者が

出荷価格を引き上げるとき，チャネルの最適反応が販売量の増加であることに
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留意すれば，生産者自身が出荷価格を引き下げる方向に反応することは明らか

である． 

 最後に，生産者が小売業者を介して財を販売する状況では，ベルトラン・パ

ラドックスが解消されることに留意しよう．ベルトラン・モデルでは，同質財

の市場において生産者間で価格競争が行われるとき，たとえ生産者が２人であ

っても価格は限界費用と一致し，利潤はゼロとなるとされている．しかしなが

ら現実には，モデルの結論とは異なり，価格を戦略変数として行動する寡占的

生産者は，多くの場合，ある程度の価格支配力を持ち，超過利潤を得ている．

Kreps and Scheinkman(1983)は，第１期に各生産者が生産能力を決め，第２段階

で価格競争を行う状況を想定し，この２段階ゲ－ムの均衡生産能力が（１段階）

ク－ルノ－均衡の生産量と一致するという結論を導き，生産者の超過利潤を説

明している．本稿の議論に従えば，川下の小売業者間で数量競争が行われる状

況では，生産者間で価格競争が行われたとしても，各生産者は正の利潤を得る

ことができる10）．その意味で，ベルトラン・パラドックスは解消されるのであ

る． 
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図１：利潤関数のシフト 
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文末脚注 

                                                 

1）小売業者が介在する理由の１つは，生産者が販売上のノウハウを持っていな

いからである．代替的な理由は，戦略的分離である．この点については Bonannno 

and Vickers (1988)および Rey and Stiglits(1988)などを参照のこと． 

2）Brander and Zhang(1990)，さらには Sladeの一連の研究を参照のこと． 

3）強調すべき所以外では，この但し書きは省略される． 

4）実際，cj<(a+2ci)/3ならば wj=(-a+8cj-2ci)/5<cj である．また ci≦cj<aより，

wi=(-a+8ci-2cj)/5<(-ci+8ci-2ci)/5=ciである． 

5）ここでは，出荷価格は限界費用を上回っている． 

6）二重マ－ジンについては，Spengler(1950)を参照のこと． 

7）この点については，成生(1994)を参照のこと． 

8）導入期から成長期への移行に際しての出荷価格の低下は，経験効果に拠ると

ころが大きいように思われる．またこの時期には，導入期の浸透価格の打ち切

りによって価格が上昇することもある．浸透価格については，河合・成生(2003)

を参照のこと． 

9）鈴木・成生(2003)では，このような３段階のチャネルのもとで本稿と類似し

た結論を導いている． 

10）フランチャイズ料を徴収しない場合には，出荷価格は限界費用よりも高く

設定される．フランチャイズ料を徴収する場合には，出荷価格は限界費用より

も低いが，フランチャイズ料によって，生産者は正の利潤を得ることができる． 

 




